
相模原市民間障害福祉施設等運営費助成事業等のご案内 
 

     令和５年４月版 
 

１ 事業概要 
相模原市では民間障害福祉サービス事業所に対し、「相模原市民間障害福祉施設

等運営費助成事業」により、運営費への助成事業を行っております。 
この事業は、障害者に対するサービスの向上及び地域に不足する事業等を促進し、

質の高いサービスを障害者に提供できるよう、介護給付費等に加算して事業所に対
し助成をしているものです。詳細につきましては、別添の要綱や加算種別一覧（令
和５年４月１日適用）をご確認ください。 
なお、「相模原市民間障害福祉施設等運営費助成事業」の助成を受けるためには、

別添の申請書類に必要事項を記載のうえ、前月の１５日（土日祝日の場合はその前
の開庁日。以下同じ）までに提出してください。 
ただし、令和５年４月については、令和５年４月２８日（金）までに申請があっ

た場合には、令和５年４月提供分から適用できます。 
 
２ 見直しについて ※令和４年１０月１日サービス提供分から 

運営費助成事業につきましては、令和３年度の報酬改定及び本市障害福祉計画等
を踏まえ、増加し続ける自立支援給付費等の安定的な確保の観点を基本としながら、
重症心身障害児の特別支援学校卒業後等の日中を過ごせる場の確保のため、生活介
護事業所の受け皿の拡充を主な目的とした見直しを行いました。 
詳細につきましては、別添の加算種別一覧の「令和４年１０月１日適用」をご覧

ください。 
 

◆変更内容（令和４年１０月サービス提供分から適用） 

区分 変更内容 対象サービス 

拡充 重症心身障害者の受け皿確保のための見直しを行う。 

①「重症心身障害者加算」の加算単位の引き上げ（＋49 単位） 

②「重症心身障害者加算」の初期加算の新設（50 単位） 

③「送迎加算」について、重症心身障害者を送迎した場合の区

分を新設する。 

生活介護 

自立訓練 

就労移行支援 

就労継続支援 

縮小 自立支援給付費の確保のため、国加算との重複する加算単位の

見直しを行う。 

 

①訓練系サービスにおける「送迎加算」の加算単位を見直し（▲

10 単位） 

自立訓練、就労

移行支援、就労

継続支援 

②「工賃向上加算」の加算単位を見直し（▲10単位） 就労継続支援Ｂ

型 

その他 単位単価の積算方法を、単位×１０円に切り替えるため、各種

加算単位を引き上げる。（現行は単位×級地単価） 

算定対象となる

全サービス 

 
３ その他 
  工賃向上加算、重度障害者加算及び重症心身障害者加算を申請する事業者におか
れましては、別紙「申請にあたっての注意事項」を御確認ください。 

 
以 上   

 
福祉基盤課 障害指定・指導班 
電話：０４２-７６９-１３９４ 

 

 
別 紙 



 

 

申請にあたっての注意事項 

 

１ 工賃向上加算について 

就労継続支援 B 型事業所においては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、 

生産活動収入の減少が見込まれることから、厚生労働省からの通知等を参考とし、 

令和５年度の工賃向上加算の算定に当たっては、下記の取扱いを可能とします。 

 
（１）令和２・３・４年度分の平均工賃月額の算出方法について 
   新型コロナウイルスの影響により、連続１週間以上の長期に渡って利用できな 

くなった利用者については、欠席が生じた月の工賃支払対象者の総数から除外し 
て差し支えない。 

   ※欠席事由については、予防的観点から欠席した場合を含む。 
 
（２）前３年間の平均工賃月額の算定方法ついて 

下記の条件を満たす場合においては、令和４年度の平均工賃月額を含めずに 
平均工賃月額を算定して差し支えない。 

   なお、この取扱いを適用する場合は、申請書類と併せて別途「令和４年度の平 
均工賃月額を用いないことの理由書」を提出すること。 

 

適用条件 
新型コロナウイルスの影響に伴い、生産活動収入が減少した等の
理由により、令和４年度における平均工賃月額が、令和元年度の
平均工賃月額を下回る場合 

工賃向上加
算に係る平
均工賃の算 
出方法 

平成３０年度と令和元年度の平均工賃月額を合算し、２で除した
数とする。 

申請書類 

申請書類等に併せて下記の書類を添付すること。 
①(別紙１)内訳書の「工賃向上加算（新型コロナウイルス感染症
の影響がある場合）」 
②令和４年度の平均工賃月額を用いないことの理由書 

 

２ 重度障害者加算（Ⅰ・Ⅱ）及び重症心身障害者加算について 

重度障害者加算及び重症心身障害者加算の対象者につきましては、既に対象とな 

っている利用者については、改めて照会する必要はありません。 

  ただし、区分更新・変更等があった場合には、その都度照会いただきますよう願 

いいたします。 

 


